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◆ 令和７年度会計別予算額一覧  

 
 

  

補正前の額 １２月補正額 補正後の額

48,229,378 946,242 49,175,620

6,772,326 9,655 6,781,981

33,500 △ 2,040 31,460

14 14

12,400 12,400

27,500 27,500

178,800 178,800

保険事業勘定 8,131,071 △ 7,261 8,123,810

介護サービス事業勘定 48,533 4,382 52,915

135 135

2,591,500 1,665 2,593,165

17,795,779 6,401 17,802,180

4,274,800 4,274,800

8,311,600 8,311,600

福知山市民病院 18,989,615 1,205,803 20,195,418

大江分院 866,285 17,582 883,867

19,855,900 1,223,385 21,079,285

32,442,300 1,223,385 33,665,685

98,467,457 2,176,028 100,643,485

後期高齢者医療事業

会　　　計　　　名

一　　般　　会　　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所費

と畜場費

宅地造成事業

休日急患診療所費

石原土地区画整理事業

介護保険事業

下夜久野地区財産区管理会

合　　　　　　　　　計

小　　　　計

企
業
会
計

水道事業

下水道事業

病院事業

小　　　　計

調

製

中
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◆ 令和７年度一般会計歳入予算額一覧  

 
  

款 補正前の額 第６号補正額 補正後の額

01 市税 12,196,154 12,196,154

02 地方譲与税 546,752 546,752

03 利子割交付金 7,000 7,000

04 配当割交付金 102,000 102,000

05 株式等譲渡所得割交付金 154,000 154,000

06 地方消費税交付金 2,003,000 141,000 2,144,000

07 ゴルフ場利用税交付金 6,000 6,000

08 自動車取得税交付金 1 1

09 環境性能割交付金 95,000 95,000

10 法人事業税交付金 240,000 240,000

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 25,000 25,000

12 地方特例交付金 89,000 89,000

13 地方交付税 11,990,000 242,123 12,232,123

14 交通安全対策特別交付金 7,500 7,500

15 分担金及び負担金 168,480 128 168,608

16 使用料及び手数料 1,197,536 1,197,536

17 国庫支出金 7,299,981 293,237 7,593,218

18 府支出金 3,776,110 △ 56,953 3,719,157

19 財産収入 530,956 530,956

20 寄附金 638,500 638,500

21 繰入金 1,533,672 300,000 1,833,672

22 諸収入 746,819 746,819

23 市債 4,641,800 4,800 4,646,600

24 繰越金 234,117 21,907 256,024 

一般会計　合計 48,229,378 946,242 49,175,620
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◆ 令和７年度一般会計歳出予算額一覧（目的別） 

 
 

  

款 補正前の額 第６号補正額 補正後の額

01 議会費 264,438 684 265,122

02 総務費 5,451,701 194,599 5,646,300

03 民生費 17,089,869 233,086 17,322,955

04 衛生費 6,537,868 27,730 6,565,598

05 労働費 17,780 17,780

06 農林業費 1,462,690 14,123 1,476,813

07 商工費 560,285 20,506 580,791

08 土木費 4,172,995 3,517 4,176,512

09 消防費 1,877,725 40,994 1,918,719

10 教育費 5,545,254 104,634 5,649,888

11 公債費 5,198,773 300,000 5,498,773

12 予備費 50,000 50,000

13 災害復旧費  ― 6,369 6,369

一般会計　合計 48,229,378 946,242 49,175,620
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◆ 令和７年度一般会計歳出予算額一覧（性質別） 

 
 

 

  

補正前の額 第６号補正額 補正後の額

8,230,269 448,079 8,678,348

う　ち
議　　　員　　　給　　　与　　　費 152,410 549 152,959

う　ち
職　　　員　　　給　　　与　　　費 6,770,197 372,607 7,142,804

6,746,823 38,514 6,785,337

219,263 219,263

9,902,518 92,241 9,994,759

7,107,392 66,723 7,174,115

6,483,036 6,369 6,489,405

う ち 人 件 費 333,796 333,796

6,483,036 6,483,036

補 助 事 業 費 3,020,187 3,020,187

単 独 事 業 費 3,462,849 3,462,849

 ― 6,369 6,369

5,198,773 300,000 5,498,773

758,256 758,256

233,778 233,778

3,299,270 △ 5,684 3,293,586

50,000 50,000

48,229,378 946,242 49,175,620

維 持 補 修 費

区 分

人 件 費

物 件 費

一般会計　合計

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

普 通 建 設
事 業 費

災 害 復 旧
事 業 費

公 債 費

積 立 金

出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

調

製

中
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◆ １２月補正予算 主要事項 

 
 

農地・農業用施設災害復旧事業 6,369 － 9

小計（１事業） 6,369

福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 16,000 継続 10

福祉医療費（障害）給付事業 13,296 継続 11

児童手当事業 81,765 継続 12

子育て世代包括支援センター事業（母子保健型） 拡充 13

保育士等確保対策事業 10,853 継続 14

帯状疱疹ワクチン接種事業 15,164 継続 15

体育施設設備整備事業 継続 16

地方債繰上償還金 300,000 継続 17

補助金等償還事業 55,870 継続 18

法改正等に伴うシステム更新事業 7,350 継続 19

人件費補正 445,259 継続 20

小計（１１事業） 945,557

国民健康保険事業特別会計繰出金（人件費補正） 9,567 継続 22

国民健康保険診療所費特別会計繰出金（人件費補正） △2,040 継続 22

介護保険事業特別会計繰出金（人件費補正） △14,876 継続 22

後期高齢者医療事業特別会計繰出金（人件費補正） 1,665 継続 22

小計（４事業） △5,684

946,242

一
般

会
計

歳
入

予
算 383,123 増額 22

（単位：千円）

区分／政策名
補正額 区分 ページ

事業名

一
般
会
計

災
害
復
旧

通
常
補
正

②　市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち

④　市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち

⑤　市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち

○　その他一般事業

一般会計（補正第６号）　　　１６事業　　計

繰
出
金
補
正

地方消費税交付金・普通交付税

債務負担行為の設定

債務負担行為の設定
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補正額 区分 ページ

1,223,385 継続 23

1,229,786

4,382

1,665

20

20

20

20

継続

（単位：千円）

事業名

継続 20
人件費補正

【介護保険事業特別会計（保険事業勘定）】（補正第２号）
継続

人件費補正

【国民健康保険診療所費特別会計】（補正第1号）
継続

人件費補正
△2,040

△7,261

　【後期高齢者医療事業特別会計】（補正第１号】
継続

人件費補正

　【病院事業会計】（補正第１号）

特別会計・企業会計　　５会計　　計

◆繰越明許費について
　　一般会計　農地・農業用施設災害復旧事業　1件

特
別
会
計
・
企
業
会
計

【国民健康保険事業特別会計】（補正第２号）
9,655

【介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）】（補正第２号）

人件費補正
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区 分 災害復旧 （単位：千円） 

事業名 農地・農業用施設災害復旧事業                           

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

6,369 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

 1,287 4,800 128 154 
補正後予算額 

6,369 
 
１ 事業の背景・目的 

令和7年8月5日の集中豪雨により、夜久野町副谷地内の農地法面が崩落する被

害が発生しました。被災した農地を復旧し、営農活動の早期再開につなげます。 
 
２ 事業の内容 

令和7年8月5日の集中豪雨により被災した農地の災害復旧を実施します。 

〇箇所数 1箇所（農地：田1箇所） 

〇場 所 福知山市夜久野町副谷地内 
 
３ 事業費の内訳 

(款) 災害復旧費 (項) 農林施設等災害復旧費 (目) 農林施設等災害復旧費 

工事請負費  6,369千円（うち国庫補助対象額2,574千円） 
 
４ 主な特定財源 

(款) 分担金及び負担金 (項) 分担金 (目) 農林業費分担金 

 農業費分担金 農地：2,574千円×5％≒128千円 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 災害復旧費府補助金 

 農林施設等災害復旧費補助金（現年） 農地：2,574千円×50％＝1,287千円 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 災害復旧債 

 農林施設等災害復旧事業債（現年・補助） 

（2,574千円−補助金1,287千円）×90％≒1,100千円 

 農林施設等災害復旧事業債（現年・単独）3,795千円×100％≒3,700千円 

夜久野町副谷地内（農地：田） 

（被災直後状況）            

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7042 内線 4115 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

16,000 

国 府 市債 その他 一般財源 33,736 

12,000 2,000   2,000 
補正後予算額 

49,736 

 

１ 事業の背景・目的 

令和5年度に坑廃水流出事故が発生し、その後再発防止対策を進めている旧福

知山鉱山第3坑口において、今年7月に導水管内部に管内カメラを挿入し調査を

実施したところ、現在の坑道内の状況が整備当時の図面と異なることが判明し

ました。今後の坑廃水流出対策の効果を高めるため、坑道内の構造を詳細に把握

する調査業務を実施します。 

 

２ 事業の内容 

鉱山の専門機関である独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構(JOGMEC)の助

言を踏まえ、旧福知山鉱山第 3坑口で水平ボーリングにより閉塞壁を掘削し、坑道

内の構造を把握します。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 商工費 (項) 商工費 (目) 商工業振興費  

委託料  16,000千円（旧福知山鉱山第3坑口水平ボーリング調査業務） 
 

 ４ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 商工費国庫補助金 

休廃止鉱山鉱害防止事業補助金（75％）  12,000千円 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 商工費府補助金 

休廃止鉱山鉱害防止事業補助金（12.5％）  2,000千円 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

担当課 産業部産業課 電話 直通 24-7075 内線 4145 
 

旧福知山鉱山 第 3坑口 第 3坑口内 閉塞壁表面 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 福祉医療費（障害）給付事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

13,296 

国 府 市債 その他 一般財源 198,712 

 3,609   9,687 
補正後予算額 

212,008 

 

１ 事業の背景・目的 

障害のある人が安心して必要とする医療を受けることができるよう、京都府

と市町村が連携して、医療費の助成を行い、健康の保持、重症化の防止及び経済

的負担を軽減し、障害者福祉の向上を図ります。 

福祉医療費（障害）の給付費が当初見込みより増加するため、増額補正を行い

ます。 

 

２ 事業の内容 

【制度概要】 

重度・中度の障害のある人が、健康保険による医療を受けた場合、その保険診 

療の自己負担分を助成します。 

（後期高齢者医療の被保険者の人は重度心身健康管理事業の対象となり、後期 

高齢者医療の被保険者以外の人は、福祉医療費（障害）給付事業の対象となりま

す。） 
 

 【制度の対象者】 

※令和 6 年 8 月より府制度が拡充し、精神障害者保健福祉手帳所持者 1級等（入院含む）も

対象となりました。  

※本制度は所得制限があり、市制度は市民税非課税の人が対象になります。 

※市制度は、精神障害者保健福祉手帳所持者の精神疾患による入院は除きます。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 

扶助費  13,296千円（府制度7,219千円、市制度6,077千円） 

 

４ 主な特定財源 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 民生費府補助金 

福祉医療助成事業（障）       3,609千円 

府 制 度 市 制 度 

身体障害者手帳 1 級・2級 

療育手帳 A 判定 

精神障害者保健福祉手帳 1 級等 

身体障害者手帳 3 級・4級 

療育手帳 B 判定 

精神障害者保健福祉手帳 2級・3級 

担当課 健康福祉部障害者福祉課 電話 直通 24-7017 内線 2163 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 児童手当事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

81,765 

国 府 市債 その他 一般財源 1,478,467 

259,691 △88,963   △88,963 
補正後予算額 

1,560,232 
 
１ 事業の背景・目的 

  子育て家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児

童の健やかな成長に資することを目的として、0歳から高校卒業までの年代のこ

どもを養育している家庭に児童手当を支給しています。 
 

２ 事業の内容 

令和6年度の制度拡充の影響を見込んで行った当初予算時の試算に対して支

給対象者が上回ったため、増額補正を行うとともに、あわせて歳入についても財

源更正を行います。 

(手当額表) 

【制度拡充前】 
 

 

 

 

 

  

【制度拡充後】 

 第 1 子、第 2子 第 3子以降 

3 歳未満 15,000 円 
30,000 円 

3 歳～高校生年代 10,000 円 
 

(決算見込み1,558,665千円-当初見込み1,476,900千円＝81,765千円) 
 
３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童措置費 

扶助費 81,765千円(児童手当)  
 
４ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫負担金 (目) 民生費国庫負担金 

児童手当負担金 259,691千円 

(款) 府支出金 (項) 府負担金 (目) 民生費府負担金 

児童手当負担金 △88,963千円 
 

3歳未満 一律 15,000円 

3歳～小学校修了 
第1子、第2子 10,000円 

第3子以降   15,000円 

中学生 一律 10,000円 

所得制限限度額以上

（特例給付） 
一律 5,000円 

担当課 こども家庭部こども福祉課 電話 直通 24-7011 内線 6212 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 子育て世代包括支援センター事業（母子保健型） 拡充 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

― 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

     
補正後予算額 

― 
 
債務負担行為の設定 
                              （単位：千円） 

事項 期間 限度額 
左の財源内訳 

国・府 
支出金 地方債 その他 一般財源 

福知山市産後ケ

ア事業（通所

型：集団）業務 

令和7年度 
～ 

令和8年度 
10,903 8,046  336 2,521 

 
１ 事業の背景・目的 

産婦からの「こどもを預かってもらってゆっくり身体を休めたい」「授乳方法

について相談したい」などの声に対し、助産師や保健師が育児相談、発育・発達

相談を行い、母親が安心して休息をとることができるよう支援することで母親

の身体的回復と心理的な安定の促進につなげます。 
 
２ 事業の内容 

産後ケア事業（通所型：集団）の利用を希望する市民が多く、受入枠を拡大し

た上で継続して令和8年度当初から事業を実施するため、令和7年度において事

業者選定を行い、効果的・計画的に事業を遂行します。 

利用ニーズを踏まえ、受入枠を利用者1人あたり、現在の年間約1.5回から約3

回に拡大します。 
 
３ 事業費の内訳 

（１）期 間 令和7年度～令和8年度 

（２）限 度 額 10,903千円 令和8年度に予算計上 

（３）支出科目 (款) 衛生費 (項) 保健衛生費  

(目) 保健指導費 

         委託料(産後ケア事業) 
 
４ 主な特定財源等予定 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 衛生費国庫補助金 

子ども・子育て支援交付金 5,364千円 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 衛生費府補助金 

子ども・子育て支援交付金 2,682千円 

(款) 諸収入 (項) 雑入 (目) 雑入  

産後ケア事業利用料 336千円 
 

担当課 こども家庭部こども家庭支援課 電話 直通 24-7055 内線 6270 
  

（産後ケアの様子） 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 保育士等確保対策事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

10,853 

国 府 市債 その他 一般財源 66,834 

 3,568   7,285 
補正後予算額 

77,687 

 

１ 事業の背景・目的 

幼児教育・保育の無償化や共働き世帯の増加により、多様化する保育ニーズに

対応する保育人材の確保が喫緊の課題になっています。保育人材を確保するこ

とにより保育士の負担を軽減し入所保留児童の解消に向けて取り組みます。 

 

２ 事業の内容 

保育補助者雇上強化事業及び保育体制強化事業の活用を希望する園が当初見

込みより増加しており、そのニーズに対応するため増額補正を行います。 

（１）保育補助者雇上強化事業 

内  容 

保育士が行う保育業務を補助する保育資格を有しない「保育補助
者」を雇用する費用の一部及び保育資格を有する潜在保育士の再
就職支援として「保育補助者」を一定期間雇用する費用の一部を
補助します。 

補正予算額 7,591千円  

 

（２）保育体制強化事業 

内  容 
清掃や給食配膳、園外保育の見守りなど、保育に係る周辺業務を

行う「保育支援者」を雇用する費用の一部を補助します。 

補正予算額 3,262千円 

 

３ 事業費の内訳 
(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童福祉総務費  
負担金補助及び交付金 10,853千円(補助金) 

 
４ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 民生費府補助金 
保育対策総合支援事業 3,568千円  
※国から通知された補助金交付額の上限額（令和6年度実績×1.05） 

担当課 こども家庭部幼保支援課 電話 直通 24-7082 内線 6251 
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政策名 市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち （単位：千円） 

事業名 帯状疱疹ワクチン接種事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

15,164 

国 府 市債 その他 一般財源 25,374 

    15,164 
補正後予算額 

40,538 
 
１ 事業の背景・目的 

帯状疱疹は、80歳までに3人に1人が罹患するという統計があり、発症や重症化

の予防策の一つとしてワクチン接種の有効性が認められています。本市では令和

6年度よりワクチン接種に係る費用の一部の助成を開始し、令和7年度からは予防

接種法上のB類疾病（※）に位置づけられ、定期接種および任意接種を行ってい

ます。(※)B類疾病…個人の発病・重症化予防を主とした目的とし、併せて、まん延の防止 

を図るもの。（インフルエンザ、新型コロナ、肺炎球菌感染症と同類。） 
 

２ 事業の内容 

当初の見込みを上回る接種率であり、また、効果が長く持続する不活化ワクチ

ン(※)を選択される方が多い傾向にあることから、これらのニーズに対応するた

め増額補正を行います。(※)不活化ワクチン…感染性をなくした病原体や病原体の一部を

              使ったワクチンであり、免疫力が弱いため複数回の接種が必要。 

（１）対象者 

①定期接種分 

・令和7年度中に65,70,75,80,85,90,95,100歳及び101歳以上になる人 

・60歳以上65歳未満で、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害を有する 

人（厚生労働省令で定める者） 

②任意接種分 

・接種日時点で50歳以上の市民のうち、過去に市の助成を受けていない人 

・18歳以上50歳未満の免疫不全の人、免疫機能が低下した人、低下する可能性

   がある人、その他医師が必要と認めた人 

（２）ワクチンの種類と接種費用または助成額 

 生ワクチン 不活化ワクチン 

接種回数 1 回 2 回 

①定期接種分(接種費用及び自己負担金) 

・生ワクチン    8,569円     （自己負担金4,000円） 

・不活化ワクチン 21,769円×2回（自己負担金10,000円×2回） 

②任意接種分（助成額） 

・生ワクチン    3,000円    

・不活化ワクチン   8,000円×2回 
 
３ 事業費の内訳 

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 予防費 

委託料   15,164千円（帯状疱疹ワクチン接種業務委託） 

 

担当課 健康福祉部健康医療課 電話 直通 23-2788 内線 2283 
   



16 

 

 

政策名 市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち  （単位：千円） 

事業名 体育施設設備整備事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

─ 

国 府 市債 その他 一般財源 ─ 

     
補正後予算額 

─ 
 

債務負担行為の設定 
(単位：千円) 

事項 期間 限度額 
左の財源内訳 

国・府 
支出金 地方債 その他 一般財源 

(仮称)荒河スポ

ーツ施設基本構

想業務 

令和7年度 
～ 

令和8年度 
14,602   14,602  

 

１ 事業の背景・目的 

市内の体育施設は、経年による老朽化や市民ニーズの多様化などに対応した

整備が求められています。 

体育施設を適切に改修整備することで、利用者の安全性や利便性の向上に寄

与し、一層の市民のスポーツ振興やアクティブシティの推進を図ります。 

 

２ 事業の内容 

  荒河調節池造成に伴い生じた盛土用地（約2ヘクタール）にサッカー、ラグビ

ーなど多種目も行える全天候型公認陸上競技場の整備に係る基本構想業務を進

めるにあたって、当初の予定より精緻な地盤解析の実施が必要となったことか

ら業務内容の変更及び契約期間の延長を行うため、債務負担行為を設定します。 

 

３ 事業費 

 (１)期 間 令和7年度～令和8年度 

 (２)限 度 額 14,602千円 令和8年度に予算計上 

 (３)支出科目 (款) 教育費 (項) 保健体育費 (目) 体育施設費・委託料 
 
４ 主な特定財源等予定 
(款)繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金  

    地域振興基金繰入金 14,602千円 

     

 

担当課 市民生活部文化・スポーツ振興室 電話 直通 24-7069 内線 5332 
  

現地の様子 
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区 分 公債費補正 （単位：千円） 

事業名 地方債繰上償還金 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

300,000 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

    300,000 
補正後予算額 

300,000 

 

１ 事業の背景・目的 

健全な財政構造を維持しつつ、将来の公債費負担を軽減するために、地方債の 

繰上償還を実施し、必要な行政サービスの維持に寄与します。 

 

２ 事業の内容 

減債基金を活用して、地方債の繰上償還を行います。 
 

【令和7年度地方債繰上償還予定額】 

繰上償還額 300,000千円（令和8年度、令和9年度の公債費を削減予定） 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 公債費 (項) 公債費 (目) 元利償還金 

償還金、利子及び割引料 300,000千円（地方債繰上償還金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 
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区 分 補助金等償還 （単位：千円） 

事業名 補助金等償還事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

55,870 

国 府 市債 その他 一般財源 10,000 

    55,870 
補正後予算額 

65,870 

 

１ 事業の背景・目的 

国庫補助金や府補助金等のうち、償還（返還）の必要がある補助金等の償還を

行います。 

 

 

２ 事業の内容 

過年度に交付を受けた国・府補助金等のうち、対象事業費の確定の結果、超過

交付と判明し償還が必要となる金額が、当初予算額を超える見込みとなったた

め、不足分を増額補正します。 

 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 諸費 

償還金、利子及び割引料 55,870千円（補助金等償還金） 

 

【主な補助金等の名称と返還額】 

 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（低所得世帯支援枠） 18,302千円 

・子ども・子育て支援交付金（国庫） 12,439千円 

・子ども・子育て支援施設整備交付金 6,177千円 

・生活保護費等（介護扶助）国庫負担金 4,407千円 

ほか30件 24,545千円  計 65,870千円 

（内訳:国…22件 55,916千円、府…9件 9,940千円、その他…3件 14千円） 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 
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区 分 その他一般事業 （単位：千円） 

事業名 法改正等に伴うシステム更新事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

7,350 

国 府 市債 その他 一般財源 9,314 

    7,350 
補正後予算額 

16,664 

 

１ 事業の背景・目的 

令和8年度課税に係る税制改正に伴い、市町村基幹業務システム等の更新が必

要となるため、増額補正を行います。 

 

２ 事業の内容 

令和7年9月に京都府より、令和7年3月31日公布の地方税法等の改正に対応し

たシステム改修の案内があったことを受け、以下の改修を行います。 

   ・特定親族特別控除の創設 

   ・給与所得控除の見直し 

   ・扶養親族等の所得要件の見直し 

   ・所得税の基礎控除等の見直し 

また、令和7年9月に総務省より、公示送達のデジタル化の運用方針についての

具体的な案内があったことを受け、ホームページの改修を行います。 

 

 

３ 事業費の内訳 

 (款)総務費 (項)徴税費 (目)税務総務費  

委託料 7,350千円 

 法改正に伴うシステム改修  6,140千円 

 公示送達のデジタル化に伴うホームページ改修  1,210千円 

担当課 総務部税務課 電話 直通 24-7024 内線 3353 
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区 分 人件費補正 （単位：千円） 

事業名 人件費補正（一般会計・特別会計の一部） 継続 

補正予算額 

451,660 
左の財源内訳 

補正前予算額 

8,698,099 

うち一般会計 

445,259 

国 府 市債 その他 一般財源 

補正後予算額 

9,149,759 

    445,259 

うち特別会計

6,401 

国 府 市債 その他 一般財源 

   6,401  
 
１ 事業の背景・目的 

令和 7年度当初予算に対し、職員の採用、退職、異動等、給与改定に伴う人件費

の過不足を調整するため、人件費の補正を行います。 

 

人事院は、国家公務員の給与について、民間給与との較差を埋めるため、給与改定を 

実施するよう国会と政府に対して勧告を行いました。 

本市においては、人事院勧告に準ずることが適切と判断し、同様の改定を行います。 

（企業会計職員にも適用されます。） 
 
２ 事業の内容 

（１）一般職職員 

人事異動等並びに給与改定に伴い、下記のとおり補正を行います。 

○給料 

若年層に重点を置きつつ、全ての職員を対象に給料表の水準を引上げ、令和 7

年 4月から遡及適用します。 

○職員手当等 

期末手当について、給与改定により支給月数の 0.025 月分（定年前・暫定再任

用短時間勤務職員 0.025 月分）引上げを行います。 

勤勉手当について、給与改定により支給月数の 0.025 月分（定年前・暫定再任

用短時間勤務職員 0.025 月分）引上げを行います。 

 ○共済費 

共済費について、共済組合の適用率等の変更及び給与改定に伴う補正を行い 

ます。 

（２）会計年度任用職員 

    人事異動等並びに給与改定に伴い、下記のとおり補正を行います。 

○報酬 

  一般職の給料表の改定に伴い、報酬の水準を引上げ、令和 7年 4月から遡及適

用します。 

○職員手当等 

期末手当について、給与改定により支給月数の 0.025 月分引上げを行います。 

勤勉手当について、給与改定により支給月数の 0.025 月分引上げを行います。 

 ○共済費 

共済費について、共済組合の適用率等の変更及び給与改定に伴う補正を行い 

ます。 
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（３）常勤特別職 

    期末手当について、給与改定により支給月数の 0.05 月分引上げを行います。 
 
３ 補正予算額の内訳              （単位：千円）                      

区分 計 職員の異動等 給与改定 

一般会計 445,259 67,739 377,520 

特別会計 6,401 △8,796 15,197 

計 451,660 58,943 392,717 
 

【担当課所管事業分の補正額内訳】 
・くりのみ園運営事業（担当課：幼保支援課）      9,207 千円 
・公立保育所運営事業（担当課：幼保支援課）      57,517 千円 
・スクールサポーター配置事業（担当課：学校教育課）  3,013 千円 

   ・学校図書館機能充実事業（担当課：学校教育課）      310 千円 
    ・就学指導事業（担当課：学校教育課）          223 千円 
   ・心の居場所づくり推進事業（担当課：学校教育課）     698 千円 
   ・放課後児童クラブ運営事業（担当課：生涯学習課）  57,650 千円 

・幼稚園一般管理事業（担当課：幼保支援課）      3,709 千円 
計 132,327 千円 

 
【特別会計の補正額内訳】 

   ・国民健康保険事業特別会計               9,655 千円 

   ・国民健康保険診療所費特別会計            △2,040 千円 

   ・介護保険事業特別会計（保険事業勘定）        △7,261 千円 

   ・介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）    4,382 千円 

   ・後期高齢者医療事業特別会計             1,665 千円 

計 6,401 千円 

 

担当課 市長公室職員課 電話 直通 24-7034 内線 3232 
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区 分 繰出金補正 （単位：千円） 

事業名 国民健康保険事業特別会計繰出金（人件費補正） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

588,171 

9,567 

国 府 市債 その他 一般財源 

    9,567 
補正後予算額 

597,738 

事業名 国民健康保険診療所費特別会計繰出金（人件費補正） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

18,472 

△2,040 

国 府 市債 その他 一般財源 

    △2,040 
補正後予算額 

16,432 

事業名 介護保険事業特別会計繰出金（人件費補正） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

1,273,776 

△14,876 

国 府 市債 その他 一般財源 

    △14,876 
補正後予算額 

1,258,900 

事業名 後期高齢者医療事業特別会計繰出金（人件費補正） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

1,454,866 

1,665 

国 府 市債 その他 一般財源 

    1,665 
補正後予算額 

1,456,531 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 

 

区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 地方消費税交付金・普通交付税 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

2,003,000 

141,000 

国 府 市債 その他 一般財源 

    141,000 
補正後予算額 

 2,144,000 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

10,640,000 

242,123 

国 府 市債 その他 一般財源 

    242,123 
補正後予算額 

10,882,123 
 
増額補正の理由 

地方消費税交付金については、交付額が当初予算額を上回る見込みであるた

め、また、普通交付税については、本年度算定額が当初予算額を上回ったため、

それぞれ増額補正を行います。 
 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322  

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 診療所費 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 老人福祉費 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 老人福祉費 

（款)地方消費税交付金（項) 地方消費税交付金 

（目)地方消費税交付金 

（款)地方交付税（項) 地方交付税（目)地方交付税 
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政策名 市民一人ひとりが、最期まで生き生きと暮らし、温かく見送られるまち （単位：千円） 

事業名 病院事業（病院事業会計） 継続 

補正予算額（①＋②） 1,223,385 補正前予算額 

19,855,900 収益的収入及び支出 資本的収入及び支出 

事業収益 事業費用① 資本的収入 資本的支出② 補正後予算額 

21,079,285 1,113,098 1,222,713    － 672 

 

１ 事業の背景・目的 

市民病院では、入院延患者数、患者1人1日当たりの平均診療単価ともに当初予

算を上回っており、診療収入は増加しています。また、外来についても延患者数

は減少していますが、患者1人1日当たりの平均診療単価が上昇し当初予算を上回

る診療収入が見込まれます。 

支出については、人事院勧告に準じた給与改定に伴い、給与費の不足が見込ま

れ、さらに、薬品費や診療材料費の材料費が当初見込みを上回り予算が不足する

ことが予想されます。 

これらのことに対応するため、予算の補正を行います。 

 

２ 事業の内容 

○業務の予定量 

（市民病院） 

■入院  年間延入院患者数を110,960人から112,785人に補正 

1日平均患者数を304人から309人に補正 

（一般病床301人→306人、結核病床1人及び感染症病床2人は補正無し） 

1人1日当たり平均診療単価のうち、一般病床を77,700円から 

82,500円に補正、結核病床を38,400円から36,000円に補正 

■外来  年間延外来患者数を238,370人から237,644人に補正 

1日平均患者数を985人から982人に補正 

1人1日当たり平均診療単価を21,300円から23,200円に補正 

（大江分院）補正なし 

 

○収益的収入及び支出 

（市民病院） 

■収益的収入                補正額 

   医業収益   入院収益      677,038千円 

          外来収益      436,060千円 

    収入合計           1,113,098千円 

■収益的支出                補正額 

   医業費用   給与費       239,093千円 

          材料費       886,928千円 

   医業外費用  院内保育所費     1,336千円 

          雑支出        74,947千円 

 



24 

 

 

   

 看護学校費用 給与費        2,827千円 

    支出合計           1,205,131千円 

■補正後の収支差引          △1,352,420千円（当年度純損失） 

            （補正前   △1,260,387千円） 

 

（大江分院） 

■収益的支出                補正額 

   医業費用   給与費        16,397千円 

   訪問看護費用 給与費        1,185千円 

    支出合計             17,582千円 

■補正後の収支差引           △103,482千円（当年度純損失） 

            （補正前     △85,900千円） 

 

○資本的収入及び支出 

（市民病院） 

 ■資本的支出                 補正額 

     建設改良費 事務費（給与費）     672千円 

 ■補正後の資本的収支不足額       △775,798千円  

             （補正前    △775,126千円）   

 

○たな卸資産購入限度額（市民病院）      補正額 

                      824,418千円 

             

 

 

担当課 市民病院事務部総務課 電話 代表 22-2101 内線 71-2211 
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◆ 条例関連議案 

 

１ 福知山市職員定数条例（一部改正） 

【担当課：職員課 （直通）24-7034 （内線）3232】 

 

 １ 改正の理由 

  医師の働き方改革による人材確保及び定年引上げに伴う医療職員の働き方への対応

により、質の高い医療提供体制を確保するため、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

   市立福知山市民病院の職員の定数を、６７０人から７０５人に改め、職員の合計定

数を１，５９４人に改めることとした。 

（第２条関係） 

 

 ３ 施行期日 

   令和８年４月１日 

 

２ 福知山市長、副市長、教育長及び上下水道事業管理者の給与に関する条

例（一部改正） 

【担当課：職員課 （直通）24-7034 （内線）3232】 
１ 改正の理由 

   福知山市長、副市長、教育長及び上下水道事業管理者の期末手当の率の改定に伴い、

所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

（１）改正条例第１条による改正の内容 

    令和７年１２月に支給する市長等の期末手当の率について、次のように改めるこ

ととした。 

（第９条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

期末手当 １．７７５月 １．７２５月 ０．０５月増 

 （２）改正条例第２条による改正の内容 

令和８年４月１日以降に支給する市長等の期末手当の率について、次のように改

めることとした。 

（第９条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

期末手当 １．７５月 １．７７５月 ０．０２５月減 

 

 ３ 施行期日 

 （１）改正条例第１条による改正の内容 公布の日 

 （２）改正条例第２条による改正の内容 令和８年４月１日 

 

４ その他 

改正内容（１）は、公布の日から施行するが、令和７年１２月１日に遡り適用する。 
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３ 福知山市一般職職員の給与に関する条例（一部改正） 

【担当課：職員課 （直通）24-7034 （内線）3232】 
 １ 改正の理由 

   一般職職員の給与改定に伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

（１） 改正条例第１条による改正の内容 

ア 令和７年１２月に支給する一般職職員の期末手当の率について、次のように 

改めることとした。 

（第１８条第２項及び第３項関係） 

 改正後 現行 差 

職員 １．２７５月 １．２５月 ０．０２５月増 

定年前再任用 

短時間勤務職員 
０．７２５月 ０．７０月 ０．０２５月増 

 

   イ 令和７年１２月に支給する一般職職員の勤勉手当の率について、次のように改

めることとした。 

（第１８条の４第２項関係） 

 改正後 現行 差 

職員 １．０７５月 １．０５月 ０．０２５月増 

定年前再任用 

短時間勤務職員 
０．５２５月 ０．５０月 ０．０２５月増 

 

   ウ 一般職職員の給料表を改めることとした。 

（別表第２関係） 

   エ 文言の整理を行うこととした。 

（第１５条、第１８条第４項及び第５項並びに第１８条の４第２項（前記イに係

る部分を除く。）及び第３項関係） 

 

（２） 改正条例第２条による改正の内容 

ア 令和８年４月１日以降に支給する一般職職員の期末手当の率について、次の 

ように改めることとした。 

（第１８条第２項及び第３項関係） 

 改正後 現行 差 

職員 １．２６２５月 １．２７５月 ０．０１２５月減 

定年前再任用 

短時間勤務職員 
０．７１２５月 ０．７２５月 ０．０１２５月減 

 

イ 令和８年４月１日以降に支給する一般職職員の勤勉手当の率について、次の 

ように改めることとした。 

（第１８条の４第２項関係） 
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 改正後 現行 差 

職員 １．０６２５月 １．０７５月 ０．０１２５月減 

定年前再任用 

短時間勤務職員 
０．５１２５月 ０．５２５月 ０．０１２５月減 

 

 ３ 施行期日 

 （１）改正条例第１条による改正の内容 公布の日 

 （２）改正条例第２条による改正の内容 令和８年４月１日 

 

 ４ その他 

   改正の内容（１）は、公布の日から施行するが、ア及びイは令和７年１２月１日に、

ウ及びエは令和７年４月１日に遡り適用する。 

 

 

４ 福知山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（一部改正） 

【担当課：職員課 （直通）24-7034 （内線）3232】 
１ 改正の理由 

   会計年度任用職員の給与改定に伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

（１） 改正条例第１条による改正の内容 

ア 令和７年１２月に支給する会計年度任用職員の期末手当の率について、次の 

ように改めることとした。 

（第９条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

会計年度任用職員 １．２７５月 １．２５月 ０．０２５月増 

 

イ 令和７年１２月に支給する会計年度任用職員の勤勉手当の率について、次の 

ように改めることとした。 

（第１０条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

会計年度任用職員 １．０７５月 １．０５月 ０．０２５月増 

 

 

   ウ 会計年度任用職員の給料表を改めることとした。 

（別表第２関係） 

（２） 改正条例第２条による改正の内容 

ア 令和８年４月１日以降に支給する会計年度任用職員の期末手当の率につい 

て、次のように改めることとした。 

（第９条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

会計年度任用職員 １．２６２５月 １．２７５月 
０．０１２５月

減 
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イ 令和８年４月１日以降に支給する会計年度任用職員の勤勉手当の率につい 

て、次のように改めることとした。 

（第１０条第２項関係） 

 改正後 現行 差 

会計年度任用職員 １．０６２５月 １．０７５月 ０．０１２５月減 

 

 ３ 施行期日 

 （１）改正条例第１条による改正の内容 公布の日 

 （２）改正条例第２条による改正の内容 令和８年４月１日 

 

 ４ その他 

   改正の内容（１）は、公布の日から施行するが、ア及びイは令和７年１２月１日に、

ウは令和７年４月１日に遡り適用する。 

 

５ 福知山市火災予防条例（一部改正） 

【担当課：消防署予防課 （直通）23-5119 （内線）2420-110】 

 

 １ 改正の理由 

  林野火災の予防措置を講じることに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）市長は、予防上注意を要すると認めるときは、林野火災に関する注意報を発令で

きることとした。 

（第２９条の８第１項関係） 

 （２）林野火災に関する注意報発令中の火の使用制限に係る努力義務について定めるこ

ととした。 

（第２９条の８第２項関係） 

 （３）市長は、林野火災に関する注意報の発令に際し、火の使用制限の努力義務の対象

区域を指定できることとした。 

（第２９条の８第３項関係） 

 （４）市長は、林野火災に関する警報の発令に際し、火の使用制限の対象区域を指定で

きることとした。 

（第２９条の９関係） 

 （５）火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為として、「たき火」が含まれる

ことを明確化するとともに、消防長が当該行為について届出の対象となる期間及び

区域を指定できることとした。 

（第４５条第１項第１号及び第２項関係） 

 （６）文言の整理を行うこととした。 

（目次、第２９条及び第４２条の３第１項第３号関係） 

 

 ３ 施行期日 

   令和８年１月１日 
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６ 福知山市病院事業管理者の給与に関する条例（一部改正） 

【担当課：職員課 （直通）24-7034 （内線）3232】 
 １ 改正の理由 

   福知山市病院事業管理者の給料表の改定に伴い、所要の規定の整備を行う必要があ

る。 

 

 ２ 改正の内容 

   給料表を改めることとした。 

（別表関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 

 

４ その他 

   令和７年４月１日に遡り適用する。 

 

７ 福知山市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（新規） 

【担当課：幼保支援課 （直通）24-7082 （内線）6260】 

 

 １ 制定の理由 

   子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律等の施行に伴い、条例を制定する必

要がある。 

 

 ２ 制定の内容 

 （１）乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）等

について定めることとした。 

（第１条関係） 

 （２）定義について定めることとした。 

（第２条関係） 

 （３）最低基準の目的について定めることとした。 

（第３条関係） 

 （４）最低基準の向上に係る市の努力義務等について定めることとした。 

（第４条関係） 

 （５）最低基準の向上等に係る乳児等通園支援事業者の義務等について定めることとし

た。 

（第５条関係） 

 （６）乳児等通園支援事業者の一般原則について定めることとした。 

（第６条関係） 

 （７）非常災害に対する乳児等通園支援事業者の訓練等について定めることとした。 

（第７条関係） 

 （８）乳児等通園支援事業者の安全計画の策定等について定めることとした。 

（第８条関係） 

 （９）乳児等通園支援事業者が自動車を運行する場合の、乳児等通園支援事業を利用し
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ている乳児又は幼児（以下「利用乳幼児」という。）の所在の確認義務について定め

ることとした。 

（第９条関係） 

 （10）乳児等通園支援事業所の職員の一般的要件について定めることとした。 

（第１０条関係） 

 （11）乳児等通園支援事業所の職員の知識及び技能の向上等について定めることとした。 

（第１１条関係） 

 （12）乳児等通園支援事業所が、他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び

職員の基準について定めることとした。 

（第１２条関係） 

 （13）乳児等通園支援事業者による利用乳幼児に対する差別的取扱いの禁止について定

めることとした。 

（第１３条関係） 

 （14）乳児等通園支援事業所の職員による利用乳幼児に対する虐待の禁止について定め

ることとした。 

（第１４条関係） 

 （15）乳児等通園支援事業者の衛生管理等について定めることとした。 

（第１５条関係） 

 （16）乳児等通園支援事業者が食事の提供を行う場合に必要な設備について定めること

とした。 

（第１６条関係） 

 （17）乳児等通園支援事業者が定める乳児等通園支援事業の運営に係る規程の内容につ

いて定めることとした。 

（第１７条関係） 

 （18）乳児等通園支援事業所に備える帳簿について定めることとした。 

（第１８条関係） 

 （19）乳児等通園支援事業所の職員の秘密保持の義務等について定めることとした。 

（第１９条関係） 

 （20）乳児等通園支援事業者の苦情対応等について定めることとした。 

（第２０条関係） 

 （21）乳児等通園支援事業の区分について定めることとした。 

（第２１条関係） 

 （22）一般型乳児等通園支援事業所の設備基準について定めることとした。 

（第２２条関係） 

 （23）一般型乳児等通園支援事業所の職員の要件について定めることとした。 

（第２３条関係） 

 （24）一般型乳児等通園支援事業の乳児等通園支援の内容について定めることとした。 

（第２４条関係） 

 （25）一般型乳児等通園支援事業の利用乳幼児の保護者との密接な連絡等について定め

ることとした。 

（第２５条関係） 

 （26）余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準について定め

ることとした。 

（第２６条関係） 

 （27）余裕活用型乳児等通園支援事業において、一般型乳児等通園支援事業の乳児等通

園支援の内容及び保護者との密接な連絡等に係る規定の準用について定めることと
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した。 

（第２７条関係） 

 （28）乳児等通園支援事業者及びその乳児等通園支援事業所の職員は、この条例の規定

において記録、作成等を行う場合に、書面に代えて電磁的記録により行うことがで

きることを定めることとした。 

（第２８条関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 

 

 
 
８ 福知山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及

び福知山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（一部改正） 

【担当課：幼保支援課 （直通）24-7082 （内線）6251】 

 

 １ 改正の理由 

  児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴うこども家庭庁関係内閣府令の整備

等に関する内閣府令の施行等に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）福知山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正 

（改正条例第１条関係） 

   ア 家庭的保育事業者等が利用乳幼児に対して行う健康診断について、乳幼児健康

診査等により、その内容の全部又は一部を代替できることとした。 

（第１８条第２項関係） 

 

   イ 認定地方公共団体の区域内における家庭的保育者の資格要件に地域限定保育士

を含めることとした。 

（第２４条第２項関係） 

   ウ 認定地方公共団体の区域内にある小規模保育事業所 A 型において、配置が必要

な保育士に地域限定保育士を含めることとした。 

（第３０条第１項関係） 

   エ 小規模保育事業所 A 型に配置が必要な保育士数の算定に当たり、准看護師を含

めることとした。 

（第３０条第３項関係） 

   オ 認定地方公共団体の区域内にある小規模保育事業所Ｂ型において、配置が必要

な保育士に地域限定保育士を含めることとした。 

（第３２条第１項関係） 

   カ 小規模保育事業所Ｂ型に配置が必要な保育士数の算定に当たり、准看護師を含

めることとした。 

（第３２条第３項関係） 

   キ 認定地方公共団体の区域内にある保育所型事業所内保育事業所において、配置

が必要な保育士に地域限定保育士を含めることとした。 
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（第４５条第１項関係） 

   ク 保育所型事業所内保育事業所に配置が必要な保育士数の算定に当たり、准看護

師を含めることとした。 

（第４５条第３項関係） 

   ケ 認定地方公共団体の区域内にある小規模型事業所内保育事業所において、配置

が必要な保育士に地域限定保育士を含めることとした。 

（第４８条第１項関係） 

   コ 小規模型事業所内保育事業所に配置が必要な保育士数の算定に当たり、准看護

師を含めることとした。 

（第４８条第３項関係） 

   サ 小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例

を加えることとした。 

（附則第７項から第１１項関係） 

   シ 文言の整理を行うこととした。 

（第１３条及び第２４条第２項関係） 

 （２）福知山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正 

（改正条例第２条関係） 

    文言の整理を行うこととした。 

（第２５条関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 

 

９ 福知山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例（一部改正） 

【担当課：生涯学習課 （直通）24-7067 （内線）2118】 

 

 １ 改正の理由 

  児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴うこども家庭庁関係内閣府令の整備

等に関する内閣府令の施行に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

（１）放課後児童支援員の資格要件に地域限定保育士を含めることとした。 

（第１１条第３項第１号関係） 

（２）文言の整理を行うこととした。 

（第１３条関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 
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10 福知山市バス運行事業に関する条例（一部改正） 

【担当課：都市・交通課 （直通）24-7084 （内線）4318】 

 

 １ 改正の理由 

   福知山市バスの運賃の見直しに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）福知山市バスの大人運賃を２００円から２５０円に引き上げることとした。 

（別表第２関係） 

 （２）福知山市バスの定期乗車券及び回数乗車券の運賃を次のように改めるとともに、

文言を整理することとした。 

（第４条第２項及び第３項並びに別表第３関係） 

定期乗車券 1か月 一般利用者 10,500円 

中学校、高等学校、大学及び

高等専門学校に通学する者 

7,200円 

小学校、幼稚園及び保育園に

通学、通園する者 

3,600円 

3か月 一般利用者 29,930円 

中学校、高等学校、大学及び

高等専門学校に通学する者 

20,520円 

小学校、幼稚園及び保育園に

通学、通園する者 

10,260円 

回数乗車券 一般利用者 2,500円（乗車券11枚綴り） 

中学校、高等学校、大学及び高等専門

学校に通学する者 

1,300円（乗車券11枚綴り） 

小学校、幼稚園及び保育園に通学、通

園する者 

 

 

 

 ３ 施行期日 

   令和８年４月１日 

 

 

11 福知山市水道事業給水条例等（一部改正） 

【担当課：経営総務課 （直通）22-6503 （内線）72-201】 

 

 １ 改正の理由 

   給水装置工事に係る手数料の見直し並びに排水設備工事に係る手数料及び証明手数

料を創設することに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）福知山市水道事業給水条例（平成１０年福知山市条例第３１号）の一部改正 
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（改正条例第１条関係） 

   ア 各種証明手数料を１件につき３００円とすることとした。 

（第３８条第１項第５号関係） 

   イ 設計手数料、設計審査手数料及び工事検査手数料を次のように改めることとし

た。 

（別表第５関係） 

口径 管理者が給水装置工

事の設計をする場合 

給水装置工事の設計

審査をする場合 

工事検査をする場合 

25ミリメートル以下 1件につき 2,900円 1回につき 2,900円 1回につき 2,900円 

25ミリメートルを超えるもの 同上  同上  〃 3,700円 

   ウ 文言の整理を行うこととした。 

（第３８条第１項本文及び第２号関係） 

 （２）福知山市下水道条例（平成２４年福知山市条例第３３号）の一部改正 

（改正条例第２条関係） 

   ア 計画確認手数料を１回につき２，８００円とすることとした。 

（第２５条第１号関係） 

   イ 工事検査手数料を１回につき３，２００円とすることとした。 

（第２５条第２号関係） 

   ウ 各種証明手数料を１件につき３００円とすることとした。 

（第２５条第４号関係） 

   エ 文言の整理を行うこととした。 

（第２５条第３号関係） 

 （３）福知山市農業集落排水施設条例（昭和６０年福知山市条例第２２号）の一部改正 

（改正条例第３条関係） 

   ア 計画確認手数料を１回につき２，８００円とすることとした。 

（第１７条の３第１号関係） 

   イ 工事検査手数料を１回につき３，２００円とすることとした。 

（第１７条の３第２号関係） 

   ウ 各種証明手数料を１件につき３００円とすることとした。 

（第１７条の３第３号関係） 

 

 ３ 施行期日 

   令和８年４月１日 
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◆ その他議案 
 

■ 工事請負契約の締結について 

   【担当課：中央公民館  電話：(直通)22-9551】 
 

 １ 工 事 名  成和地域公民館・体育館大規模改修工事 

 

 ２ 契約の方 法  公募型指名競争入札による契約 

 

 ３ 契 約 金 額  ５１８,８５２,４００円 

 

 ４ 契約の相手方  前田・福多 共同企業体 

 

            代表者  福知山市字岩井小字大津江８５番地の２０ 

                 前田工業株式会社 

                  代表取締役  前 田 秀 和 

 

            構成員  福知山市字天田８４８番地の３ 

                 株式会社福多電気商会福知山営業所 

                  所長  吉 田 薫 

 

■ 公の施設に係る指定管理者の指定について（５件） 
 

施設名称（位置） 指定管理者 
指定期間 

〔債務負担行為限度額〕 
【担当課・連絡先】 

三段池公園スポーツ施

設、大江河東公園多目的

グラウンド 

 

福知山市字猪崎377番地

の 1ほか、福知山市大江

町千原小字五間割 1317

番地 

名 称  

三段池再生創造共同事業体 

 

代表団体 株式会社細合実業 

代表取締役  

細合 純一 

構成団体 1 株式会社福知堂 

代表取締役  

奥田 友昭 

構成団体 2 一般社団法人 

福知山ユナイテッ      

ド 

代表理事  

片野 翔大 

R8.4.1～R13.3.31 

〔271,392 千円〕 

 【文化・スポーツ振興室・ 

(直通)24-7092 (内線)5335】 
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福知山市高齢者福祉セ

ンター 

 

福知山市字長田238番地

の 4 

名 称 社会福祉法人 

福知山学園 

  

代表者 理事長 松本 修 

R8.4.1～R13.3.31 

〔89,641 千円〕 

【高齢者福祉課・ 

(直通)24-7072 (内線)2141】 

福知山市三和町高齢者

生活福祉センター 

 

福知山市三和町千束 375

番地 

名 称 社会福祉法人 

清和会みわ 

  

代表者 理事長 清水 史記 

R8.4.1～R13.3.31 

〔73,952 千円〕 

【高齢者福祉課・ 

(直通)24-7072 (内線)2141】 

福知山市都市公園 

 

福知山市字猪崎377番地

の 1ほか 

名 称 公益財団法人福知山

市都市緑化協会 

 

代表者 理事長  

大柿 日出樹 

 

R8.4.1～R13.3.31 

[839,660 千円] 

【都市・交通課・ 

（直通）24-7052（内線 4314）】 

福知山市動物園 

 

福知山市字猪崎377番地

の 1ほか 

名 称 株式会社 

ウェバレッジ 

 

代表者 代表取締役  

髙橋 文彦 

 

R8.4.1～R13.3.31 

[151,590 千円] 

【都市・交通課・ 

（直通）24-7052（内線 4314）】 

 

 

■ 損害賠償の額について 

【担当課：道路河川課  電話：(直通) 24-7054（内線）4212】 
 

令和７年６月２７日、福知山市土師新町地内の市道川北荒木線において、運送業者

が保有する車両を当該法人の従業員が走行させ、運送先の敷地に進入しようと側溝を

横断したところ、設置されていたグレーチングが跳ね上がり左サイドバンパー、燃料

タンク等を損傷したことによる相手方の損害を、次のとおり賠償する。 

 

損害賠償額   ５３２,３０１円 
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■ 福知山市農業振興地域整備計画の策定について 

【担当課：農業振興課   電話：(直通)24-7044 (内線) 4123】 
 

福知山市議会基本条例第１０条第２号の規定により議会の議決を要する。 

 

１ 計画の概要 

・計画の位置づけ、計画の期間について定めた。（第１） 

・地域の概況、農業生産の現状、農業者アンケート結果などから、課題の把握

整理を行った。（第２～５） 

・本市の今後の農業振興の方針及び展望を示した。（第６） 

・農用地利用計画（第７）※省略 

・農業生産基盤整備、農用地保全の計画を定めた。（第８、９） 

・農業経営の規模拡大及び農用地の効率的利用と担い手育成・確保に向けた方

策、施設整備の方向を定めた。（第１０～１２） 

・農業従事者の安定的な就業と農村生活環境施設に関する事項を定めた。 

（第１３、１４） 

  ・附図（第１５）※省略 

 

２ 計画の期間 

令和７年度からおおよそ１０年間 

 

 

-1～2- 


